
鋼材価格高騰への対応

 今後契約を行う船舶について、予算確保に当たり鋼材等の
価格上昇を反映するよう要請

 契約済の船舶について、契約後の鋼材等価格上昇に対応
した契約額の見直しを要請
⇒ 官公庁船の関係省庁に対して、要請文を発出（5月）

官公庁船におけるコスト上昇分の転嫁

 「新造船建造における取引環境改善ガイドライン」の作成：
・ コストを反映した適正な船価提示の推進
・ 下請事業者との取引環境の改善
⇒ 関係業界団体との作業グループを立ち上げ、秋までの
策定を目指して作業中

 価格交渉時に鋼材等価格上昇分の転嫁を考慮するよう船
主・オペレーター等に呼びかけ
⇒ 関係団体に対して、要請文を発出（5月）
⇒ 「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライ
ン（令和４年３月）」に基づき、適切な価格転嫁のため、
「原価計算に基づく価格協議」を推進

 OECD造船部会を通じた、不当な低船価受注の監視
⇒ ４月の会合にて、鋼材等価格上昇分の転嫁に国際的に
取組む必要性を提起。
OECDにおいて、鋼材等価格の動向を踏まえながら、国
際的に船価を監視していくことに合意

民間船舶におけるコスト上昇分の転嫁

 鋼材等の調達多角化等に係る調査を実施 ⇒ 必要な予算の確保に向けて検討中

安定調達可能で廉価な代替鋼材の模索

⇒赤字は進捗状況
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原油価格・物価高騰等総合緊急対策（抄）

Ⅲ．新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企
業対策等

 政府系金融機関による資金繰り支援等の強化
• ウクライナ情勢等の影響を受けた事業者への
セーフティーネット貸付の更なる金利引下げ

• 新型コロナの影響を受けた事業者への実質無利
子・無担保融資等を９月末まで延長

• 事業再構築補助金の拡充による事業者支援強化
［加点措置による優先採択、特別枠の新設］

等

Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者
等への支援

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
• コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分の創
設による生活困窮者支援や学校給食費削減など
子育て世帯支援、農林水産業者や運輸・交通分
野をはじめとする中小企業等の支援

⇒ 海事局及び各地方運輸局等において、事業者
の相談に応じ、自治体等への働きかけを実施

※ 新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の特例
措置やセーフティーネット保証５号（業況の悪化している
業種）の業種指定は９月末まで延長済





政府系金融機関による無利子・無担保融資（概要）



地方創生臨時交付金（概要）



地方創生臨時交付金（活用例）

※令和4年度第2回提出受付：令和４年７月29日（金）12:00【厳守】（内閣府 地方創生推進室→各都道府県宛事務連絡より）

 コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面する生活者や事業者に対して、自治体が実施する事業（各府省のコロナ関連の制度に
対する上乗せや横出しを含む）に幅広く活用することが可能

 本表は活用可能な事業の一部をまとめたものであり、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」の交付対象は本表記載の事業
に限られず、各自治体の判断により地域の実情に応じて必要な取組が行われることが期待


